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１．は じ め に

　東日本大震災後，福島県の観光業は大きく変化して
いる。震災による被災と風評被害，そして近年のコロ
ナ禍などは，観光業に大きな打撃を与えた。その一方
で，福島県を対象とした様々な観光振興策も採られて
いる。しかし，その成果については十分に把握されて
いない。そこで，本研究では，これまでに筆者が行っ
てきた複数の調査などに基づき，福島県における東日
本大震災後の宿泊業の動向を検討することにしたい。

２．2018年調査に基づく福島市の宿泊業
　経営に関する検討

　東日本大震災後，福島県への観光入込客が減少する
一方で，各種の復興事業従事者の宿泊が増加し，福島
県の宿泊業は活況と停滞が交錯している。表１は宿泊
旅行統計調査による福島県の延べ宿泊者数の推移を示
したものである。震災後の宿泊者数は2016年を除いて
増加している。これを観光目的の宿泊者が50％以上を
示すか，50％未満かという視点から施設を区分すると，
両者への宿泊者数はほぼ同じか，やや観光目的の宿泊
施設への宿泊者が多いことが示されている。しかし，
宿泊業の実態を把握するためには，事業所単位の調査

が不可欠である。
　筆者は2018年度に福島商工会議所から依頼され，福
島商工会議所会員を対象とした実態調査を行った。調
査は郵送式アンケートで2018年９・10月に行い，1393
の有効回答を得た（有効回答率約35%）。このうち14
事業所が宿泊業（ホテル９（うち地場資本４，全国
チェーン５），和風旅館２，温泉旅館３）であったため，
これを抽出し，その内容を分析した。わずか14事業所
の分析であり，精度は高いとは言えない。本節は以上
のような条件の下で行う福島市の宿泊業の経営状況に
関する予察的な考察である。
　売上高の推移を2010年を100とする指数で示すと（図
１），全体では2014年は102，2015年106，2016年99，
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　表１　福島県の宿泊者数の推移
観光目的の宿泊者が
50％以上

観光目的の宿泊者が
50％未満

2017年 4,935,340 5,922,880
2016年 4,581,850 5,615,970
2015年 5,061,810 6,373,640
2014年 5,341,020 5,703,340
2013年 5,098,920 5,636,690
2012年 4,645,320 5,939,180
2011年 5,124,410 5,617,540

　資料：「宿泊旅行統計調査」により作成。
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2017年94と，2015年をピークとして低下する傾向が認
められる。特に2016年と17年は震災前水準を割り込ん
でいる。これは復興工事等の減少が影響しているもの
と考えられる。これを施設の種類別にみると，ホテル
では2014年112，2015年117，2016年111，2017年103と，
全体と同様のパターンを示しながらも，各年とも平均
を上回り，震災前水準も上回っている。

ン，「変わらない」の１事業所も）のみで，減少する
との回答が多い（図２）。復興需要の減少にともなって，
宿泊客の減少が今後も続くものと考えられている。
　今後の事業展開については，現状維持が最も多いが，
３事業所が廃業を視野に入れ，１事業所が縮小を検討
している。ホテルでは現状維持または拡大を志向する
事業所が多いが，旅館・温泉旅館では現状維持か縮小
の傾向が強くなっている。

　資料：アンケート調査により作成。
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図１　売上高指数の推移（2010年=100）

　これをさらに地場資本のものと全国チェーンのもの
に区分すると，前者では2014年108，2015年112，2016
年107，2017年103で，後者は2014年116，2015年123，
2016年115，2017年104と，いずれの年も全国チェーン
のものが地場資本のものを上回っている。
　一方，旅館は2014年98，2015年95，2016年75，2017
年70と，売り上げは減少傾向にある。
　温泉旅館は2014年79，2015年84，2016年83，2017年
85と，ホテル，旅館とは異なり，震災前に比較すると
10数%の落ち込みながら，比較的安定した動きを見せ
ている。これは，ホテル，旅館とは客層が異なるため
と考えられる。ただし，温泉旅館については，福島市
内においても地域差が非常に大きい。震災直後から避
難者等を受け入れた飯坂温泉が震災後ずっと震災前水
準を上回っているのに対し，福島市内の他の温泉地は
いずれも震災前水準に達していない。先の数字はこの
ような動向を示したものである。なお，温泉地の動向
については，コロナ禍の影響も含めて第４節で検討す
る。
　今後の売上の見通しについては，増加するとの回答
があったのはホテルの２事業所（いずれも全国チェー

　資料：アンケート調査により作成。
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図２　今後の売上の見通し

　直面している課題として最も多いのは人手不足であ
る（図３）。他の業種と同様，宿泊業においても人手
不足が深刻化している。次いで売り上げの減少と設備
の老朽化があげられている。設備の老朽化はホテルか
らの回答が多い。表２に福島市中心部で2000年以降に

　資料：アンケート調査により作成。
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新たに開業した主なホテルを示した。この他，1999
年には東横INN福島駅西口（104室）も開業している。
これらを合わせると1000室以上に上る。このように，
福島市内では比較的築年数の新しいホテルが多いた
め，ホテル間の競争が激化しているものと考えられる。
　求める支援としては，地域活性化イベントの拡充が
最も多く，観光・交流人口増加支援，人材確保・育成
支援，マーケティング支援が続く。観光客等を増やし，
市場を拡大していくことが求められている。これらの
要望は，特に観光客比率の高い温泉旅館からのものが
多い。
　人員については，維持または増員したいとの希望が
多い。ホテルでは正社員以外の人員を増員したいとの
希望が比較的多いが，温泉旅館では正社員の増員を希
望するところが多くなっている。
　労働力不足の影響として最も多く指摘されているの
は労働力の質の低下である。労働力の不足により，採
用時の選別がほとんどできない状態になっている。こ
の指摘は特に温泉旅館で多い。一方，ホテルではビジ
ネスチャンスの喪失や操業率の低下が指摘されてお
り，労働力不足が操業に影響するレベルになっている
ことが示されている。
　自社の生産性を他社と比較すると，高いと考えてい
る事業所はホテルの１事業所だけで，他は「高いと思
わない」「わからない」との回答である。生産性に関
する自己評価は低い。高いと回答した事業所は，その
理由として「効率的な働き方の実践」「人材育成・ス
キルアップに力を入れている」「女性の活躍を推進し
ている」を挙げており，日常的に人材育成に取り組む
ことが高い生産性につながっていることを示してい
る。
　生産性が高くない理由としては，競合による低価格
化が最も多く，人件費の上昇，設備の導入・更新・新
装の遅れが続く。利益の減少によって企業が余裕を失
い，必要な投資などができなくなっている姿が浮かび

上がる。それが人材確保やサービスの質にも反映して
いる。
　以上，福島市の宿泊業に関する予察的分析を行った。
売上高の推移を施設のタイプ別にみるとホテルでは震
災前水準を上回っており，特に全国チェーンの伸びが
大きい。これに対し，和風旅館と温泉旅館は震災前水
準に回復していない。このため，廃業を視野に入れて
いる施設もある。
　直面する課題としては，労働力不足が多く指摘され
ている。労働力の量的な不足が質的な低下にも結び付
いており，生産性にも影響を与えている。また，競争
の激化が企業の余力を奪い，十分な投資ができない状
況もうかがわれる。

３．福島県都市部における宿泊業の動向

　第２節では東日本大震災後の福島市内の宿泊業の変
化について検討を行った。これを通して，ホテルが比
較的好調を維持する一方，温泉旅館などの入込が伸び
ず，震災前水準をいまだに回復できていないような状
況が続いていることが把握された。震災が宿泊業の構
造変化に影響を与えていると言える。
　しかし，宿泊旅行統計調査や温泉旅館への入湯客数
の統計だけでは，この動向を正確に把握することは困
難であり，個別旅館の経年データが必要である。そこ
で，本節では帝国データバンクの調査データを活用し，
その動向を分析する。
　研究対象としたのは福島県内の主要温泉場を擁する
いわき市（常磐湯本温泉），会津若松市（東山温泉），
郡山市（磐梯熱海温泉），二本松市（岳温泉），福島市

（高湯温泉，土湯温泉，飯坂温泉）の５市である。
　本研究を進めるにあたり，帝国データバンク（以下，
TDB）から各企業のデータを購入した。TDBは各企
業の信用調査を行うことを業務としているが，その際
に収集したデータを研究データとして研究機関向けに
販売している。本研究にあたり，筆者は福島県いわき
市，会津若松市，郡山市，二本松市，福島市に本社を
置く宿泊業者の売上高と取引先等のデータ（売上高に
関しては2007-2017年度，他のデータに関しては2009-
2017年度，ただし年度については各企業の決算年度）
を入手した。なお，TDBデータは，その性格上，本
社所在地に売上総額が示されるため，チェーン店等は
分析の対象から除外する。
　入手したデータは，いわき市18企業（ホテル３社，
温泉旅館10社，ラブホテル５社），会津若松市13企業

　表２　2000年以降に開業した福島市内の
　　　　主なホテル

開業年 ホ テ ル 名 客室数
2003年 東横INN福島駅東口Ⅰ 143
2006年 ホテルメッツ福島 129
2007年 リッチモンドホテル福島駅前 203
2007年 東横INN福島駅東口Ⅱ 237
2017年 アパホテル福島駅前 362

　資料：各ホテル資料により筆者作成。
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（ホテル５社，温泉旅館６社，ラブホテル２社），郡山
市25社（ホテル７社，温泉旅館９社，ラブホテル９
社），二本松市５社（ホテル１社，温泉旅館４社），福
島市31社（ホテル３社，温泉旅館26社（高湯地区２社，
土湯地区９社，飯坂地区15社），ラブホテル２社）の
計92社である。このうち，ラブホテルは性格が異なる
ため分析の対象から除外し，また，二本松市のホテル
に関してもデータ秘匿のために取り扱わないこととし
た。
　福島県内の主要温泉地の入込動向を見ると（図４），
常磐湯本温泉，岳温泉，土湯温泉などで震災後に入込
客を大幅に減らしている一方，飯坂温泉，磐梯熱海温
泉，東山温泉などでは震災前の入込を上回る動きを示
す年もある。これは前節で示した調査の動向とは必ず
しも一致しない。

　この背景に温泉入込客数が入湯客数を表し，宿泊と
日帰りの合計となっていることがある。両者の比率は，
温泉場によって大きく異なってきた。例えば，福島市
内でも飯坂温泉は宿泊客比率が大きく，土湯温泉では
日帰り客の比率が大きかった。震災後は飯坂温泉にお
いても日帰り客の比率を増やしているが，宿泊客と日
帰り客の客単価の差は大きく，入湯客数は売り上げに
連動しない。そのため，宿泊業の分析を行うにあたっ
ては，各事業所の個別データが必要である。そこで以
下においては，TDBデータを用いて売り上げの変化
を中心に分析する。
　図５に，今回入手したホテル18社と温泉旅館55社の
売上高の合計の推移を示した。2007年度と2017年度を
比較すると，両社とも減少しているが，ホテルの減少
率が10％であるのに対し，温泉旅館は28％もの減少と
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図４　福島県内の主要温泉地の入込客の動向（単位：人）

　資料：「福島県観光統計」により作成。
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図５　調査対象旅館等の売上高合計の推移（単位：百万円）

　資料：「TDBデータ」により作成。
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なっている。
　これを地域別にみると（図６），ホテルの売上高は
郡山市がもっとも大きな売上を示している。地場資本
のホテルは郡山市が中心となっていることがうかがわ
れる。しかし，ホテルの売上の減少が最も大きいのも
郡山市で，2007年に比べ，2017年の売上高は14％低下
している。郡山市のホテルの売上高は震災前から減少
傾向にあった。震災後一時的に回復するものの，その
後再び減少しつつある。これに対し，会津若松市のホ
テルの売上高はほぼ横ばい，福島市といわき市のホテ
ルの売上高は若干の増加傾向にある。
　これに対し，温泉旅館の売上は，対象とした５市す
べてで減少している。特にいわき市と福島市の減少の
傾向が著しい（図７）。いわき市では，2017年度の調
査企業の売上合計は14億３千万円で，2007年度の売上

高29億円の半分弱にまで減少している。福島市では，
対象事業所の売上高は同期間に80億円から58億円に減
少している。会津若松市では2008年度に売上高は52億
円で最高になり，2011年に35億円となるものの，2017
年には42億円にまで回復している。この他，2007年か
ら2017年までに郡山市では11億円が７億円に，二本松
市では15億円が10億円へと減少している。会津若松市
を除き，売上の減少傾向はとどまっていない。
　福島市内の３地区を見ると，特に飯坂地区の減少が
大きく，2017年の売上は2007年に比べて49億円から38
億円へと約11億円減少している（図８）。土湯温泉は
同期間に23億円から14億円へ，高湯温泉は８億円から
５億円へと減少している。額の減少は飯坂温泉が最も
大きいが，減少率では土湯温泉，高湯温泉の方が大き
くなっている。

　資料：「TDBデータ」により作成。
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図６　市別ホテル売上高の推移（単位：百万円）

　資料：「TDBデータ」により作成。

 
0

1000
2000
3000
4000
5000
6000
7000
8000
9000

いわき市 会津若松市 郡山市 二本松市 福島市

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度

図７　市別温泉旅館売上高の推移（単位：百万円）

—　　—23



福島大学地域創造　第34巻　第１号　2022.9（10040）

　しかし，これを2010年を100とする指数でみると，
動向は異なる（図９）。ホテルの売上高はいわき市と
福島市を中心に増加しており，会津若松市と郡山市に
おいても震災前水準を上回っている。この指数は各企
業の売上の変化を指数で示し，平均をとったものであ
る。すなわち，市全体での売上高は減少しているもの
の，各企業の売上高の変化率の平均は大きく成長して
いるのである。これは，少数の大規模な企業が売り上
げを大きく減らす一方で，多数の中小規模の企業が好
調であることを示している。
　一方，温泉旅館については，ほぼ前図と同じトレン
ドを示し（図10），売り上げの落ち込みは大きなもの
になっている。いわき市では，2007年から2017年まで
に指数は125から74に低下，福島市では同期間に125か
ら83に低下している。この他，郡山市では同期間に

123から80へ，二本松市では139から92へと変化してい
る。会津若松のみは2008年に最高の106を示した後減
少するが，2017年には90となっており，もっとも安定
的に推移している。
　福島市内の３温泉地を比較すると（図11），土湯温
泉の落ち込みが大きい。2007年の135から2017年の64
まで半分以下の水準にまで低下している。この低下率
は売上高の低下率よりも大きなものとなっている。こ
れはホテルとは逆に少数の大手旅館が比較的堅調で
あった一方で多くの中小旅館の売上が低下しているこ
とを示す。一方，同期間に飯坂温泉は122から94へ，
高湯温泉は104から88へ減少しているが，土湯温泉と
比較すると安定的に推移していると言える。
　ホテルと温泉旅館の階層別売上高（調査対象の合計
額）の推移を示したものが図12である。
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　資料：「TDBデータ」により作成。
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—　　—24



東日本大震災後の福島県の宿泊業の動向 （10041）

 
 

0
20
40
60
80

100
120
140
160

いわき市 会津若松市 郡山市 二本松市 福島市

2007年度 2008年度 2009年度 2010年度 2011年度 2012年度

2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度
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　資料：「TDBデータ」により作成。
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　資料：「TDBデータ」により作成。
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　ホテルの売上高についてみると，特に10億円超層の
売上高の低下が大きい。10億円超層の売上高は2007年
に26億37百万円から2010年に23億円まで低下，その後
2012年に26億17百万円増加するが，その後は低下に転
じ2017年には22億74百万円となっている。これに対し，
１～10億円層は2007年の23億54百万円から2009年の18
億93百万円に一時期低下するものの，その後は持ち直
し，2017年には22億14百万円となっている。両者とも
震災前に売り上げを落とし，その後回復するという動
向を示している。この背景に大規模ホテルの売上低下
傾向の課題があると考えられる。なお，10億円超層は
調査期間を通じて調査対象に変化はなく，１～10億円
層は調査対象期間中に対象が２件減少している。
　温泉旅館は規模にかかわらず売り上げを低下させて
いる。ホテルと同様，震災前から売上高を落としてお
り，震災後，減少率は低下するものの引き続き低下を
続けている。
　以上，TDBデータを利用して東日本大震災後の福
島県の宿泊業の動向について分析を加えた。結論は以
下の通りである。
　ホテルの売上高は比較的堅調を維持している。しか
し，中小規模のホテルが売上高を伸ばす一方で，売上
高10億円以上層などの大規模ホテルは売り上げを落と
している。
　温泉旅館は地域・規模にかかわらず，売り上げの低
下が続いている。温泉場は福島県観光の重要な資源で
あり，振興策を検討する必要がある。
　ホテル・温泉旅館ともに震災前から売上高を低下さ
せていた。ホテルの活況は復興需要によるところが大
きいと考えられる。振興策を考えるにあたっては，震
災前の売上高の低下の要因の分析と対策が不可欠であ
る。

４．コロナ禍における福島県温泉地に　　
　おける宿泊業の動向

　コロナ禍の影響は特に人の移動を前提とする観光業
に大きな影響をもたらすと考えられる。そのため，報
告者らは東北地方＋新潟県を対象とした温泉組合への
アンケート調査と，福島県内の温泉旅館を対象とした
アンケート調査を実施した。調査時期はいずれも2020
年10月末～11月中旬，調査対象数及び回答数（有効回
答率）は前者が64組合に対して回答は27，有効回答率
42.2％，後者が134旅館に対して回答は25，有効回答
率18.7％だった。

　本報告で，まず温泉組合の回答から温泉観光地の動
向を検討した上で，次に福島県内の旅館の動きについ
て報告する。
　図13はコロナ禍の影響のない2019年と影響が現れ始
めた2020年の調査温泉地の総入込客数を月別に示した
ものである。2020年４月と５月の入込客が極端に減少
し，その後急激に増加している。これはコロナ禍にと
もなう緊急事態宣言の発令とその後のGo To政策によ
るものと考えられる。
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図13　調査温泉地の合計入込客数の推移（単位：人）

　資料：アンケート調査により作成。
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　資料：アンケート調査により作成。

　2020年の各月の日帰り客と宿泊客の対前年同月比を
図14に示した。特に宿泊客の４月・５月の落ち込みが
大きい。６月以降は急激に回復するが，９月現在では
前年同月比80％程度にとどまっている。日帰り客も宿
泊客と同様の動きを示すが，落ち込みが少なかった割
には回復が鈍いものにとどまっている。これはGo To
トラベルの影響で高価格帯の旅行商品ほど需要が集中
したためと考えられる。
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　次に，福島県内の温泉地の旅館・ホテルについてア
ンケート調査を基に分析することにしたい。アンケー
ト調査は，磐梯熱海，飯坂，東山，いわき湯本（スパ
リゾートハワイアンズは含まない，以下同じ），岳，
土湯・土湯峠，芦ノ牧，の７つの温泉地を対象に，観
光協会に加盟している計134の旅館・ホテル・旅館等
の宿泊施設にアンケートを依頼し，25施設から回答を
得た。有効回答率は18.6％だった。有効回答数が少な
かったため，以下では温泉地別ではなく，県全体を対
象として分析する。
　図15は，2020年３月から９月までの各ホテル・旅館
の売上の前年比の平均をグラフ化したものである。緊
急事態宣言中であった４・５月の売上の前年比が落
ち込んでいる。その後，７月には福島県民宿泊支援
やGo Toトラベルの運用から77%にまで一時回復した
が，８月にコロナの流行の第２波が訪れると，また
67%に落ち込んでいる。売上高の増減はコロナの流行
の度合いと連動している。

年４～６月頃，2020年10～11月での１人当たりの宿泊
費の平均を見ると，コロナ以前は11,822円，2020年４
－６月は11,625円，2020年10～11月は13,368円となっ
ている。2020年10～11月はコロナ前と比較して1.564
円，2020年４～６月と比較して1,743円，価格が上がっ
ていることがわかる。
　さらに，この質問の回答を得られた22施設の宿泊費
の増加率（2020年10～11月の宿泊費のコロナ前との比
率）と，それぞれの2019年の宿泊者の合計をまとめた
ものが表３である。これを見ると，相対的に宿泊者の
多い施設（特に３万人以上の施設）の多くが，コロナ
禍以前に比較して宿泊費用を上げていることが認めら
れる。
　加えて表４をみると，福島県の宿泊補助と国のGo 
To事業の効果を聞いた項目とホテル・旅館の宿泊者
数（2019年）を照らし合わせてみると，規模が大きい
施設ほど各種支援の効果があったと答えていることが
わかる。各種補助事業は，大規模な事業所ほど効果を
上げたものと考えられる。
　次に各旅館・ホテルにおける入込客の変化について
表５にまとめた。「４．少人数での旅行が増えた」の
項目が17施設から回答され，コロナの影響で団体旅行
から少人数での旅行に変化したことが明確に示されて
いる。集客圏についてみると，県内客が増えたとする
回答が９，県外客が増えたとする回答が２であり，県
内客を中心とする増加（回復）となっていることがわ
かる。Go Toトラベルの影響で県外からの宿泊者が増
える可能性も考えたが，実際には入込客の旅行圏はか
なり狭い地域に限定されていると考えられる。
　また，「６．公共交通機関を使わない方が増えた」
の項目でも６施設から回答があり，公共交通機関など
を利用することでも感染するリスクがあると考えてい
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図15　温泉旅館全体の月別の売上前年比の平均
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図16　宿泊額別ホテル・旅館の前年同月比の推移

　資料：アンケート調査により作成。

　図16は福島県内の温泉旅館の売り上げの動きを昨年
比で月別に見たものである。いずれも東北地方全体と
ほぼ同様の動きを示している。
　しかし，これを調査時点（2020年10～11月）の１人
あたり平均宿泊費別に見ると，１泊２万円以上層のホ
テル・旅館は売上高が急激に上昇し，特にGo Toトラ
ベルが始まった７月以降は前年比150％以上の上昇と
なっている。一方，１人あたり１万円未満の低価格帯
の宿は回復が非常に遅れている。これは，Go Toトラ
ベルにより，価格帯の高いホテル・旅館ほど割引額が
大きいためである。Go Toトラベル事業は，高級感ほ
ど大きな効果を与えたと考えられる。
　また，調査ホテル・旅館のコロナ流行以前と，2020
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る人がいることが分かる。付随して，「５．小さいお
子様を連れた家族での来客が減った」という項目から，
コロナ流行下で旅行者の年代や家族構成が変化してい
ることがうかがわれる。
　以上より，福島県の温泉地のホテル・旅館の動向を
見ると，コロナ禍によって入込客は急減するが，各種
補助事業によって2020年４・５月を底に入込客は急速
に回復する。しかし，感染が拡大すると入込は縮小す
るなど，不安定な動きを示している。
　平均宿泊費別に見ると，単価の高いホテル・旅館ほ
ど回復の度合いが大きく，大規模なホテル・旅館ほど

　資料：アンケート調査により作成。

旅館 No. 
宿泊費増

加率 

宿泊者合計

(昨年) 

1 0.80 N.A. 

2 0.89 32,350 

3 0.92 1,343 

4 0.98 15,545 

5 0.99 3,633 

6 1.00 1,172 

7 1.00 1,712 

8 1.00 2,174 

9 1.00 2,203 

10 1.00 8,392 

11 1.00 16,199 

12 1.00 22,719 

13 1.00 N.A. 

14 1.03 2,292 

15 1.04 7,115 

16 1.06 3,963 

17 1.09 55,751 

18 1.2 1,422 

19 1.25 54,508 

20 1.27 58,000 

21 1.27 39,222 

22 1.42 32,934 

表３　�各旅館の宿泊費の増加率
（対コロナ前比）と2019年
の宿泊者数

県の旅行支援・宿泊費補助対策について 

効果 
1.とても

あった 

2. 少 し あ

った 

3.わから

ない 

4.あまり

なかった 

5.なかっ

た 

平均宿泊

者数 
22,286 20,284 2,174 1,712 1,258 

回答数 11 8 2 1 3 

国の Go To 事業について 

効果 
1.とても

あった 

2. 少 し あ

った 

3.わから

ない 

4.あまり

なかった 

5.なかっ

た 

平均宿泊

者数 
25,502 13,032 － － 1,573 

回答数 12 9 0 0 4 

表４　県・国の補助事業の効果

　資料：アンケート調査により作成。

質問項目 回答数 

1.客の年代が変化した 4 

2.県外のお客様が増えた 2 

3.県内のお客様が増えた 9 

4.少人数での旅行が増えた 17 

5.小さいお子様を連れた家族での来客が減った 5 

6.公共交通機関を使わない方が増えた(自家用車での来客が増えた) 6 

7.その他 3 

表５　入込客の特性の変化

　資料：アンケート調査により作成。

単価が上昇している。また，これらの旅館・ホテルか
らは各種補助事業の効果が大きかったことが指摘され
ている。このことから，Go To事業などの補助事業は，
規模の大きな施設ほど効果が大きかったことが認めら
れる。
　入込客の特徴を見ると，少人数化，旅行圏の縮小な
どの傾向が認められ，コロナ禍が旅行を変容させてい
ることがうかがわれる。

５．お わ り に

　以上，筆者が行った調査から，東日本大震災以降の
福島県の宿泊業の変化について検討を加えた。これら
から得られた結論は以下の通りである。
①　2018年に実施した福島市の宿泊業に関する調査で

は，売上高の推移を施設のタイプ別にみるとホテル
では震災前水準を上回っており，特に全国チェーン
の伸びが大きい。これに対し，和風旅館と温泉旅館
は震災前水準に回復していない。
　直面する課題としては，労働力不足が多く指摘さ
れている。労働力の量的な不足が質的な低下にも結
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び付いており，生産性にも影響を与えている。また，
競争の激化が企業の余力を奪い，十分な投資ができ
ない状況もうかがわれる。

②　TDBデータを利用した2007年～2017年の資料に
基づく福島県の宿泊業の動向についてみると，ホテ
ルの売上高は比較的堅調を維持している。しかし，
中小規模のホテルが売上高を伸ばす一方で，売上高
10億円以上層などの大規模ホテルは売り上げを落と
している。
　温泉旅館は地域・規模にかかわらず，売り上げの
低下が続いている。温泉場は福島県観光の重要な資
源であり，振興策を検討する必要がある。
　ホテル・温泉旅館ともに震災前から売上高を低下
させる傾向にあった。ホテルの活況は復興需要によ
るところが大きいと考えられる。振興策を考えるに
あたっては，震災前の売上高の低下の要因の分析と
対策が不可欠である。

③　2020年に実施した温泉地のホテル・旅館を対象と
した調査から，コロナ禍によって入込客は急減する
が，各種補助事業によって2020年４・５月を底に入
込客は急速に回復すること，しかし，感染が拡大す
ると入込は縮小するなど，不安定な動きを示してい
ることが認められる。
　平均宿泊費別に見ると，単価の高いホテル・旅館
ほど回復の度合いが大きく，また，規模の大きな施
設ほど単価も上昇している。また，これらの旅館・
ホテルからは各種補助事業の効果が大きかったこと
が指摘されている。このことから，Go To事業など
の補助事業は，規模の大きな施設ほど効果が大き
かったことが認められる。
　入込客の特徴を見ると，少人数化，旅行圏の縮小
などの傾向が認められ，コロナ禍が旅行を変容させ
ていることがうかがわれる。

　以上，各調査から得られた知見をまとめた。観光業
は様々な外部的要因の影響を受けやすく，短期間のう
ちにその構造を変化させる。実態を把握するためには
継続的な調査とその蓄積が不可欠である。今後も調査
を進めていきたい。
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